
 

 

 

 

 

 

 

 

１．テーマ

地域福祉施策の再編とこれからの社協活動 
２．ねらい 

 平成 27 年度は、生活困窮者自立支援法が施行され、介護保険制度においては総合事業への移行が

開始されるなど、地域福祉推進に大きな影響をもたらす制度改革が進められている。 

 さらに、社会福祉法改正案が国会において審議が進められており、社会福祉法人・福祉施設との

協働による公益的な取り組みを具体化など、今後、社会福祉法人としての社協の事業・組織運営の

あり方について、早急な検討と対応が求められている。 

 社協においては、これらの制度等の動向を的確にとらえ、地域福祉関連施策を再編し総合的に推

進するチャンスととらえ、社協としてのビジョンと戦略をもって関係者との協働をすすめていく必

要がある。 

 こうした状況を踏まえ、本全国会議では、「社協・生活支援活動強化方針」の推進を軸におきなが

ら、今、社協が取り組むべき課題やその推進方策等について研究協議することを目的に開催する。 

 

３．主催   社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

４．後援   厚生労働省（予定） 

５．運営   全国社会福祉協議会・地域福祉推進委員会 

６．日時・会場     

（1）東京会場 

  日時 平成 28年２月４日（木） 

  場所 全国社会福祉協議会「灘尾ホール」 

     〒100‐8980 東京都千代田区霞が関 3－3－2新霞が関ビル TEL.03－3581－4655 

     地下鉄銀座線 虎ノ門駅より徒歩 5分 

（2）大阪会場 

  日時 平成 28年２月 22日（月） 

  場所 大阪マーチャンダイズ・マートビル（ＯＭＭビル）1階「グラン」 

     〒540-6591 大阪市中央区大手前 1－7－31 TEL. 06－6943－2010 

     地下鉄谷町線 天満橋駅より徒歩 1分 

７．定員   各 200 人 

８．申込締切 平成 28 年 1 月 22 日（金）※定員になり次第締切 

９．参加対象 社会福祉協議会役職員及び地域福祉関係者 

平成 27 年度 第 2 回 

社会福祉協議会活動全国会議
開催要項 

 



10．参加費  7,000 円（宿泊代等別途） 

11．日程（各会場共通） 

  9:30 10:15 10:30 11:00 11:30  12:00  12:50   14:00        16：30     17：30 

 

 

 

 

12．プログラム（各会場共通） 

10：15～10：30【開会・挨拶】 

       全国社会福祉協議会 

       全国社会福祉協議会 地域福祉推進委員会 

10：30～11：00【行政説明Ⅰ】                            

       「地域福祉施策の動向と社協への期待」 

          厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

11：00～11：30【行政説明Ⅱ】                            

       「社会福祉法改正に伴う今後の対応と社協への期待」 

          厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

11：30～12：00【行政説明Ⅲ】                            

       「総合事業の推進と社協への期待」 

          厚生労働省老健局振興課 

 

 

 

 

12：00～12：50 休 憩 

12：50～13：50【基調説明】                            

       「社会福祉協議会をめぐる動向と取り組み課題」 

          全国社会福祉協議会地域福祉部長 佐甲 学 

 

 

 

 

 

13：50～14：00 休 憩 

14：00～17：30【シンポジウム・実践報告】                             

       「新たな地域福祉施策への対応と地域福祉の推進」 
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実践発表 

（シンポジウム） 

社会保障・福祉政策の大きな転換期を迎えようとするなか、社会福祉協議会はこれらの

制度改革の動きを見極め、存在意義を発揮するべく体制整備や事業・活動の拡充をはかっ

ていかなければならない。ここでは、社協をめぐる政策動向を踏まえて今取り組むべき課

題について共有する。 

 総合事業への移行や生活困窮者自立支援事業、社会福祉法人・福祉施設との協働による

公益事業への取り組みなど、地域福祉施策の新たな動きのなかで、社協は地域福祉の課題

にいかに応え、どのような役割を果たしていくべきか。社協や施設における実践報告を基

に今後の方向性について考察する。 

生活困窮者自立支援制度、社会福祉法改正、介護保険事業における総合事業等、社協を

取り巻く各制度の動向について、また平成 28 年度予算案をはじめ、国の来年度事業の考

え方や方向性について、担当課による説明を基に共有する。 



 14：00～14：05 オリエンテーション 

 14：05～14：50 実践発表① 社協・施設による地域の公益的事業への取り組みと 

社協への期待（発表 30分＋質疑 15分） 

 14：50～15：35 実践発表② 町村部における新たな地域福祉施策への対応 

（発表 30分＋質疑 15分） 

 15：35～16：20 実践発表③ 新たな地域福祉施策への対応と今後の事業展開 

（発表 30分＋質疑 15分） 

 16：20～16：30 休 憩 

 16：30～16：50 コメンテーターからのコメント 

 16：50～17：30 シンポジウム・まとめ 

【出席者】 

東

京

会

場 

〔シンポジスト〕 

①社会福祉法人 大洋社 常務理事 斉藤 弘美 氏 

②北海道・池田町社会福祉協議会 事務局次長 佐藤 智彦 氏 

③東京都・豊島区民社会福祉協議会 地域相談支援課 課長 大竹 宏和 氏 

〔コメンテーター〕 慶應義塾大学経済学部 教授 駒村 康平 氏 

〔進行〕 全国社会福祉協議会 

大

阪

会

場 

〔シンポジスト〕 

①社会福祉法人幸寿会 特別養護老人ホームカーサ月の輪 施設長 日比 晴久 氏 

②鹿児島県・徳之島町社会福祉協議会 事務局長 元田 亘 氏 

③兵庫県・宝塚市社会福祉協議会 地域福祉部地区担当課 課長 山本 信也 氏 

〔コメンテーター〕 ルーテル学院大学 学事顧問・教授 市川 一宏 氏 

〔進行〕 全国社会福祉協議会 

 

13．申込方法 

  別紙の「参加・宿泊のご案内」をご覧いただき、「参加申込書」をご記入のうえ、平成 28 年 1

月 22日（金）までに名鉄観光サービス㈱新霞が関支店宛にＦＡＸにてお送りください。お申込み

内容に基づき、同社より振込依頼書ならびに参加券等をお送りいたしますので当日参加券等お持

ちください。参加費等のお支払いにつきましては、振込依頼書に記載の期日までにお振込みくだ

さいますようお願い申しあげます。 

  参加費につきましては、入金後ならびに 1月 28日（木）以降の取り消しについては、資料の送

付をもって代えさせていただきますので､あらかじめご承知おきください。 

14．個人情報の取り扱いについて 

本会議につきましては、個人情報保護における取扱契約を「名鉄観光サービス㈱新霞が関支店」

と交わしたうえで、同社に上記の業務を委託しております。 

「参加申込書」に記載された個人情報は、本会議資料に氏名･所属･役職を掲載した名簿を収載

する他、本会議の運営管理の目的にのみ利用いたします。 

15．お問い合わせ先  全国社会福祉協議会 地域福祉部 担当：桑原、仁木  

     〒100-8980 東京都千代田区霞が関 3－3－2新霞が関ビル 

     ℡ 03－3581－4655 Fax 03－3581－7858  Eメール：z-chiiki@shakyo.or.jp 

mailto:z-chiiki@shakyo.or.jp


会場 

OMM ビル 

 地下鉄銀座線「虎ノ門駅」１１番

出口より徒歩５分  

 地下鉄千代田線／丸の内線／日

比谷線「霞ヶ関駅」A１３番出口よ

り徒歩８分  

 地下鉄千代田線／丸の内線「国

会議事堂前駅」３番出口より徒歩

５分 

 

京阪電車「天満橋」

駅東口、地下鉄谷町

線「天満橋」駅北改

札口から OMM地下

2 階に連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇会場・交通機関のご案内 （大阪会場・OMM ビル） 

 

 

 

 

 

 

◇会場・交通機関のご案内 （東京会場・新霞が関ビル） 

 


